研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　青南病院　　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　末政　絵美

	期　　間　　平成　20　年　10　月　10　日　～　平成　20　年　10　月　10　日

	出張目的　第36回日本精神科病院協会精神医学会

	出 張 先　「盛岡市民文化ホール」　及び　「いわて県民情報交流センター」

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感・考察】

　　今回初めて精神医学会に参加した。全国の精神科病院から選出された演題が並び、医学会の規模の大きさに圧巻された。一つの事例についての研究であったり、新たな試みを導入してみた研究であったりと様々な形での発表があり、それぞれが興味を引くように工夫が凝らしてあった。演題は近年の医療福祉の動向が反映されており「認知症患者のケア・QOLの向上」「長期入院患者の退院促進」「業務改善」といったテーマが目立っていた。閉鎖性・偏見・財源や社会資源の不足など、精神科領域の課題は未だ多く、支援の壁となることもあるが、今後ますます多職種間の連携やサービスの質の向上が図られ、自分自身も個々のニーズに合った支援を展開していきたいと思った。また全国の精神保健福祉士の研究発表をきいて、あらゆる機関での精神保健福祉士の業務実践を学ぶ機会となった。共通の課題や成功・失敗事例などがあり、自身の業務に反映させたいと思った。

【研修内容】

・ポスター発表

～精神科病院入院中の若年性認知症患者の実態調査～

H19年11月からの3ヶ月間、さらに追跡調査としてH20年１月から２ヶ月間の期間で、精神科病院協会へ登録している全国の精神科病院をはじめ、病棟単位に精神科病床を有する施設を対象に「若年性認知症患者（高次脳機能障害を含む）」についてのアンケートを実施。今回は医学会という場で実施したアンケートの結果を報告した。入院患者の入院日数が長いという精神科特有の特徴の背景には、アルコール性認知症のように社会からの保障がなく、退院支援につなげられない患者が多いことや、日常的に十分な介護が必要であり、自宅にも退院させられないケースが多いという現状があることを主張できたと感じる。また、家族の介護力が希薄であったり、治療に対して非協力的であるケースが多いことなどが影響しているということに関しては、他の医療機関からも共感を得た部分であった。現場で感じる“支援の難しさ”という漠然とした考えが、全国規模の統計をとることで、どのような点に問題があって支援が難しくなっているのかということに気付けたことが自分自身の大きな変化であった。

発表の際には20～30名程度の医療従事者が集まっていた。発表に対する質問は多くはなかったが「なぜ若年性認知症患者を対象に調査したのか」「今後、追跡調査を行う予定はあるのか」「この結果をもってどのように展開させていくのか」「精神保健福祉士（発表者自身）が取りまとめたのか」「どれくらいの期間で実施したのか」というものがあった。「大規模な調査で大変だったでしょうね」という感想も頂いた。各々の質問に対しては、アンケートの送付・統計作業などは主に当院の精神保健福祉士チームで行い、結果の考察などは医師の意見を取り入れていること、既に追跡調査は実施し、送付したうち35％の回答を頂いており、統計の精度には問題はないと考え、更なる追跡調査は実施しないことを説明した。また、精神障害者の実態調査は既に行われており、社会資源の整備が社会全体の課題として取り上げられているが、対応する資源がないことがネックになっている若年性認知症患者の調査が実施されていないこと、日々の業務でも若年性認知症患者の退院援助が進まないこと等が今回の調査実施に至る経緯であり、こうした大きな研究発表で現状を伝えることで、社会への働きかけるきっかけとなると考えたことも伝えた。

・他の研究発表について

　精神保健福祉士が他の機関でどんなことを研究していのかを知りたいと思い、業務に関連しているテーマを中心に発表をきいた。特に印象的であったテーマについて報告する。

退院促進支援事業の事例１

　～長期入院患者が岩手県精神障害者退院促進支援事業を活用して退院した事例～

　　ポスター発表：岩手県　宮古山口病院

　概要としては、慢性期の統合失調症の患者（21年間入院）を自立生活支援センターへ入所させるまでの経緯についての発表であった。退院促進支援事業は当院所在地である八戸市でも未だ実績がなく、事業を取り入れる利点はどのような点なのか、非常に関心があった。

退院促進支援事業の醍醐味は「地域連携」。多くの関係機関が連携することで退院をスムーズに進められるといったものであるが、ケア会議を開いたり、施設職員・保健師・自立支援員などとの関わりをもって・・というのは現在も当院で実施している内容であり、実際は事業を患者へ紹介することで、患者へ退院を働きかけるきっかけになって、患者がスムーズにのったといった状況であったのではないかと思い、発表者へ「事業を利用するのとしないのではどんな違いや利点があったのか」と質問した。他職種が関わりをもつことで連携意識が強まったという利点が回答として挙げられた。十分に納得する回答ではなかったが、看護師・自立支援員・保健師が自宅を訪問して、家族へ事業内容を説明したといことで、確かに、病院からの話だけでは退院に了承を得られない家族に対しては効果的なものであると感じた。

退院促進支援事業の事例2

　～長期入院患者の退院支援―「気持ちの問題」で退院に踏み切れなかったSさん―～

　　ポスター発表：岩手県　平和台病院

　概要としては、これまで退院を希望していなかった慢性期の統合失調症の患者（通算20年入院）をグループホーム入所に向けて退院促進支援事業を導入したが、リタイアしたケースの発表であった。成功事例の発表が多い中、どういった状況で中断になったのか、その後はどのように関わっているのか興味を持った。

　事業を導入し、家族との連絡調整やグループホームの見学・体験を行っていく中で、徐々に退院後の生活設計ができてきたが、その一方で短期間で今後の生活が決まっていくことに本人の不安が強まり、疲労感や幻聴を訴えるようになり、病状悪化が懸念されたため中断となったという状況であった。退院支援を進める上で、環境の変化による病状の悪化は予想されることであり、退院促進支援事業もこうした状況に臨機応変に対応できる制度である必要があると感じた。また、本人が入院していたい理由として「自分が離れると入院している友達（世話をしていた）の病状が悪くなる気がする」と話しており、その部分を看護師とも連携し、統一した対応（看護師がきちんと看ているので大丈夫という声掛けなど）ができれば違う反応になったのではないかと発表を聞いて感じた。当院で退院促進支援事業を導入する時にはこうした細部まで配慮しながら進めたいと思った。

訪問看護実践（PSW・OTなどの同伴）

　～訪問看護の実践に基づいて作成した「ｱﾙｺｰﾙ・薬物依存症に対する精神科訪問看護

マニュアル」について～

ポスター発表：広島県　医療法人せがわの

　概要としては、月に2700件余の訪問看護を実施しており、これまでは多くのスタッフが訪問して、それぞれ違う対応をしていた状況であった。ｱﾙｺｰﾙ・薬物依存症の件数は月に500件あり、患者自身の病状悪化や訪問職員の身に危険が及ぶ可能性があるケースが多く、困難なケースに遭った時の迅速な対応を思案した結果、今回のマニュアルが完成したという。冊子を配布しており、一部持ち帰って読んでみたが、訪問件数が多いだけに多くの事例集も掲載しており、地元の警察・保健師・生活保護担当ケースワーカー（依存症者が生活保護を受けていることが多い）との連携が密に行われていることがよく分かった。地域性もあるのだとは思うが「八戸市の生活福祉課のケースワーカーはこんなに動いてくれないだろうな」という気持ちもあったが、それも支援者の関わり次第であるのだと実感した。
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